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（単位：百万円）
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一般法人・公金預金が堅調に推移し、
増加となりました。

一般法人貸出金は増加しましたが、公金・金融
機関の約定償還等により減少となりました。

　2018年度(2019年3月末)の総預金残高（譲渡性

預金を含む)は、2,767億円となりました。主力の個人

預金は人口減少、高齢化等の環境下にあって減少し

ましたが、一般法人預金・公金預金が堅調に推移した

ことから、前年度対比19億円の増加となりました。

　2018年度(2019年3月末)の総貸出金残高は、

1,191億円となりました。厳しい地域経済環境なが

ら、一般法人では資金需要が堅調で増加に転じまし

たが、地方公共団体向け等の公金・金融機関が大幅

に減少したことから、前年度対比22億円の減少とな

りました。

預金積金残高 貸出金残高

※金額単位未満は切り捨てして表示しております。

公金･金融機関

一般法人
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2017年度 2018年度
0
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（単位：百万円）
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Donan Umimachi Shinkin Bank
DISCLOSURE 2019

業務純益・実質業務純益・経常利益・当期純利益

皆さまに安心してお取引いただけるよう、安定した収益確保に努めております。

│
業
績
ハ
イ
ラ
イ
ト
│

※金額単位未満は切り捨てして表示しております。
※2015年度以前の計数は、旧江差信用金庫の数値を掲載しております。

■業務純益

■経常利益

■当期純利益

　市場金利低下の長期化により収益環境は厳しい状況が続いており、貸出金利息は伸び悩みましたが、有価証券

を中心とした積極的な余資運用や経費削減等により、業務純益は529百万円、経常利益は611百万円、最終利益

であります当期純利益は296百万円となりました。

本来の事業活動でいくら
利益を出したのか、金融機関
の収益状況を的確に示して
いる重要な指標といわれて
います。

経常収益から経常費用を
引いたもので、毎年生じる
通常の利益を表すものです。

経常利益から特別損益を
調整し、税金等を差し引いた
もので、最終的な利益です。

■実質業務純益

本来の事業活動による利益（業
務純益）から一般貸倒引当金
繰入額の影響を除いたもので、
金融機関の収益力をより厳密
に示している指標といえます。

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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自己資本の重要性
自己資本は、運用している資産が不良化や
回収不能となり損失が発生した場合、これ
らに対する蓄えとしての役割を果たしてく
れるもので、自己資本比率が高いことは蓄
えを多く持っていることであり、健全性を
あらわす重要な指標といえます。

自己資本比率の算出方法
自己資本比率は、自己資本額を分子とし、リスク･アセットを分母として算出します。分母となるリスク･アセット
は、資産ごとの回収リスクに応じて算出することになっており、現金や国債などの回収リスクの少ない資産は
分母に入れなくてもよいことになっています。

自己資本比率　

※詳細は42ページに記載しております。

当金庫は自己資本総額として162億円を有し、自己資本比率は14.57％と国内基準の4％を大きく
上回る水準を維持しております。

自己資本比率

  14.57%
自己資本額

  162億96百万円

（単位：百万円・％）

項　　　　　　目 2019年3月末

コア資 本 基 礎 項目

コア資 本 調 整 項目

自己資本額［A－B］

リスク・アセット等

単体自己資本比率

(A)

(B)

(C)

(D)

(C)/(D)×100

2018年3月末

16,163

144

16,019

105,515

15.18

16,472

175

16,296

111,825

14.57

自己資本自己資本 健全性にかけては自信があります。
│
自
己
資
本
│

（単位：百万円）
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3,564
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内部留保

出資等
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Donan Umimachi Shinkin Bank
DISCLOSURE 2019

金融再生法に基づく開示債権および同債権に対する保全状況

2018年度

（単位：百万円）

不良債権の状況不良債権の状況

4,823

5,202

462

341

4,033

4,613

327

247

117,086

114,436

121,910

119,638

4,660

4,815

462

341

4,033

4,373

164

101

2,699

3,061

386

277

2,155

2,682

157

101

1,961

1,754

76

63

1,877

1,690

6

0

96.61%

92.56％

100.00%

100.00％

100.00%

94.79％

50.17%

40.90％

92.32%

81.94％

100.00%

100.00％

100.00%

87.55％

4.07%

0.07％

2017年度

2018年度

2017年度

2018年度

2017年度

2018年度

2017年度

2018年度

2017年度

2018年度

2017年度

2018年度

区 分

金 融 再 生 法 上 の
不 良 債 権

正 常 債 権

要 管 理 債 権

危 険 債 権

破産更生債権および
これらに準ずる債権

合 計

開示残高
（A） 保全額

（B）
貸倒引当金
（D）

保全率
（B）／（A）

引当率
（D）／（A－C）

保全状況
担保・保証等に
よる回収見込額

（C）

1.「破産更生債権およびこれらに準ずる債権」とは、破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権およびこれらに準ずる債権です。
2.「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態および経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収および利息の受取りができない可能性の高い
債権です。　         
3.「要管理債権」とは、「３ヵ月以上延滞債権」および「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金をいいます。         
4.「正常債権」とは、債務者の財政状態および経営成績に特に問題がない債権で、上記１.２.３.以外の債権をいいます。         
5.「担保・保証等による回収見込額」とは、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額および保証による回収が可能と認められる額の合計額です。   
6.破産更生債権およびこれらに準ずる債権ならびに危険債権の貸倒引当金は個別債務者区分ごとに損失額を算定し、その相当額を引当てした額です。また、要管理債権の貸倒引当金
は貸倒実績率に基づいて算定した引当額です。         
7.「保全率」は、金融再生法上の不良債権に対し、担保・保証、貸倒引当金にてカバーされている割合です。         

上記項目の説明

※金額単位未満および小数点第３位以下は切り捨てして表示しております。

正常債権
95.65%

破産更生債権および
これらに準ずる債権
0.28%

危険債権
3.85%

要管理債権
0.20%

│
不
良
債
権
の
状
況
│

2017年度 2018年度

5,202
4,823

（単位：百万円）

要管理債権
247

危険債権
4,613

破産更生債権および
これらに準ずる債権
341

327

4,033

462

【不良債権の内訳】 【区分別の残高構成比率】

当金庫は貸出資産の健全性を確保するため、審査態勢の強化に努め、不良債権処理を積極的に
すすめるとともに、充分な貸倒引当金を引き当てており、経営の健全性を維持しております。
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1.「破綻先債権」とは、元本または利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により、元本または利息の取立てまたは弁済の見込みがないものとして未収利息を
　計上しなかった貸出金(未収利息不計上貸出金)のうち、次のいずれかに該当する債務者に対する貸出金です。
①会社更生法または金融機関等の更生手続の特例等に関する法律の規定による更生手続開始の申立てがあった債務者 
②民事再生法の規定による再生手続開始の申立てがあった債務者
③破産法の規定による破産手続開始の申立てがあった債務者
④会社法の規定による特別清算開始の申立てがあった債務者
⑤手形交換所による取引停止処分を受けた債務者
2.「延滞債権」とは、未収利息不計上貸出金のうち次の２つを除いた貸出金です。        
①上記「破綻先債権」に該当する貸出金
②債務者の経営再建または支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金 
3.「3ヵ月以上延滞債権」とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している貸出金で破綻先債権および延滞債権に該当しない貸出金です。
4.「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを
行った貸出金で破綻先債権、延滞債権および３ヵ月以上延滞債権に該当しない貸出金です。 
5.なお、これらの開示額は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能と認められる額や既に引き当てている個別貸倒引当金を控除する前の金額であり、全てが損失となるも
のではありません。        
6.「担保・保証」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額および保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
7.破綻先債権、延滞債権の貸倒引当金は個別債務者区分ごとに損失額を算定しその相当額を引当てした額です。また、貸出条件緩和債権の貸倒引当金は貸倒実績率に基づいて算定
した引当額です。
8.「保全率」は、リスク管理債権額に対し、担保・保証、貸倒引当金にてカバーされている割合です。
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4,936
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2,697

3,058
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1,947

1,750

ー

ー

6

0

1,961

1,754
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50.17％
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96.61％
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2017年度

2018年度

2017年度

2018年度

2017年度

2018年度

2017年度

2018年度

2017年度

2018年度

2017年度

2018年度

459

285

2,630

1,954

3,090

2,240

285

377

1,954

1,754

2,240

2,132

285

377

1,954

1,754

2,240

2,132

ー

ー

685

21

685

21

貸倒引当金の期末残高および期中の増減額

信用金庫法に基づくリスク管理債権および同債権の引当・保全状況

上記項目の説明

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

合 計

残　高
（A）

担保・保証
（B）

貸倒引当金
（C）

保全率
（B+C）／A

区 分

区 分

期首残高 期末残高当期増加額
当期減少額

目的使用 その他

破 綻 先 債 権

延 滞 債 権

３カ月以上延滞債権

貸出条件緩和債権

合 計

2018年度2017年度

61 44

貸出金償却の金額

貸 出 金 償 却

459

285

1,945

1,933

2,404

2,219

※金額単位未満および小数点第３位以下は切り捨てして表示しております。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

│
不
良
債
権
の
状
況
│

（単位：百万円）

（単位：百万円）

2017年度 2018年度

5,199
4,822

貸出条件
緩和債権
247

延滞債権
4,936

破綻先債権
14

327

4,453

41

2017年度 2018年度

2,132
2,240

一般貸倒
引当金
377

個別貸倒
引当金
1,754

285

1,954

【貸倒引当金期末残高の内訳】

【リスク管理債権残高の内訳】
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